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取組の背景

香川県民の健康状況、健康づくり施策の現状と課題

平均寿命と健康寿命には10 歳程度の乖離（男性9.22 歳、女性12.17 歳）
がある

健康寿命の延伸には、要介護となる主要原因である認知症や骨折・転倒の
ほか、生活習慣病等への予防対策が必要であるが、市町の取組みには格差
がある

これまでの健康づくり施策は、対象を絞らないポピュレーションアプロー
チによる普及啓発が中心であり、健康意識の高い人には比較的伝わりやす
いが、健康意識の低い人は実際の行動変容につながりにくい

健康寿命の延伸は、県政の基本目標である

「人生100年時代のフロンティア県」の実現

のために不可欠
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施策化・事業化のプロセス

県保健所 市町等

令和４年度～ 健康づくり施策の再構築に向けて庁内での検討会を開始
令和５年度～ 市町等の現状・課題の把握、具体的な施策・事業の検討

県保健所での検討

既存事業見直し

管内市町等との
連携方策

管内の状況等を
踏まえた新たな
取組

県の重点的な取組として
事業・予算を策定

健やか香川21ヘルスプラン
（第３次）など県計画に反映

検討会メンバー

副知事、健康福祉総務課、長寿社
会対策課、国民健康保険室、デジ
タル戦略総室、保健所

検討会の方向性
• 現状・課題の把握、分析
• 市町等の取組の把握
• 市町等との連携の検討
• 庁内の連携

▶具体的な施策・事業の検討

県本庁

市町の共通課題

働く世代へのアプ
ローチ

健診（検診）受診
率の伸び悩み

健康状態に関する
データ把握が困難
（特に国保以外）

マンパワー、予算
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令和６年度の主な健康づくり事業
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県保健所の取組
各保健所で事業所、学校、市町、団体等と連携した取組を実施

中讃保健福祉事務所ではスーパーマーケットと協力して来店者
への測定や相談を行うとともに、食品売場で食生活の改善を促
す取組を進める予定 ▶ 食環境づくりにもつなげたい

モデル市町の取組 令和６年度：坂出市（今後はモデル市町の拡大を検討）

子育て世代からの健康づくりをテーマに、母子保健事業と絡めた事業展開

３～４か月児健診などを活用して、来所した保護者の骨密度や野菜摂取量を測定し、
健康への意識付けを図るとともに、保護者の行動変容を促す

取組みの連続性、他の保健事業と連携した施策パッケージ展開などを検討

市町等の取組
骨密度測定装置及び野菜摂取量評価装置を県で各２台設置し、
市町等の保健事業やイベント等での活用を促進

生活習慣・健康状態見える化事業

健康への関心が低い若者や働き盛り世代に対して、健康測定器を活用して生活習
慣や健康状態を見える化する「骨密度・野菜摂取見える化チャレンジ」を実施

健康行動への変容を促すとともに、骨折が要介護状態となる主な原因の一つであ
ることを踏まえ、市町における骨粗しょう症検診の実施や受診率向上を支援

行政管理栄養士は
連携の推進を担う
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健康づくり政策推進アドバイザー事業

健康行動への変容につなげていくために、健康づくりに関する社会学や行動学を
専門に研究しているアドバイザーを招聘し、県や市町が実施する新たな取組みへ
の助言や指導を受けられる体制を整備

健康的な行動をとれていない人たち
の理由やニーズを把握して、そこに
アプローチしていきたい。

＜アドバイザー＞
東京大学大学院 医学系研究科 公共
健康医学専攻 保健社会行動学分野
講師 高木 大資 氏（坂出市出身）

県や市町、地域住民、そして企業や
団体の皆さんも含めて一体となって、
多面的に取り組んでいくことが大事。

＜アドバイザー＞
東京大学大学院 医学系研究科 公共
健康医学専攻 健康教育･社会学分野

講師 鎌田 真光 氏

ウェルビーイングの考え方が注目さ
れている。健康づくりの視点から始
まる様々な取組が、地域の活性化や
県民の満足度に発展すると思う。
＜トップ会談ファシリテーター＞

健やか香川21県民会議 会長
香川大学 副学長 山神 眞一 氏

香川のよいところを生かして、
楽しく自然に健康づくりができ
るようなアイデアを実現してい
きたい。

香川県知事 池田 豊人

健康づくりトップ会談 R6.6.13
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